
 
 
 
 
 
 

 

平成 30 年に全国で発生した食中毒事件は 1,330 件、患者数は 17,282 人、死者数は 3人でした。 

特に夏期は、例年、カンピロバクター・ジェジュニ／コリ、腸管出血性大腸菌、ぶどう球菌といった細

菌による食中毒が多く発生しており、大規模な食中毒事例もしばしば報告されています。 

このような状況の中、県民が健康で安心できる食生活を送るためには、食品等事業者はもとより、県民

に対する食品衛生思想の普及・啓発、食品の安全性に関する情報提供及びリスクコミュニケーションの

推進並びに食品等事業者のコンプライアンスの徹底を通じた食の安全の確保を図ることが必要不可欠で

す。 

このため、食品衛生思想の普及・啓発等のさらなる推進を目的に、厚生労働省は、８月を「食品衛生月

間」と定め、関係事業を実施します。 

〇実施期間：令和元年８月１日（木）から同月 31 日（土）まで 

〇行政の主な実施事項 

・街頭キャンペーンの実施 

・食中毒予防シンポジウムの開催 

・報道機関への情報及び資料の提供 

・食中毒多発業種に対する衛生教育及び監視指導の強化 など 

〇（公社）福岡県食品衛生協会及び各支所の主な実施事項 

・広報用印刷物、物資等の配布（ポスター、チラシ、うちわ等の配布） 

・街頭キャンペーンの実施 

・食品衛生指導員による営業施設に対する指導等 

・食中毒予防シンポジウムの開催（福岡県共催） など 

8 月 1 日（木）午前 11 時頃から、JR 博多駅筑紫口において、福岡県の行政担当者及び県食協と合同で

相談窓口を開設し、リーフレットやうちわの配布を行うなど、街頭キャンペーンを実施します。 

 

～ （総合食品賠償共済） 

共済金支払い事例（第 3 回） ～ 
〇製造した商品に「乳」を使用しているにもかかわらず、使用している旨の表示がなかった事例 

（出典：食と健康 2019 年７月号） 

 
 本件により、食物アレルギーの症状を引き起こす恐れがあるとして、商品を自主回収し、回収商品の運

送及び廃棄費用として、共済金 269,684 円が支払われました。 

2018 年 6 月に公布された改正食品衛生法で、食品衛生法違反や違反の恐れのある食品をリコールした

際には、食品事業者が行政へ届け出ることが義務付けられ（施行日は今後、政令で定められます）、事業

者のリスクも増していくものと考えられます。 

「あんしんフード君」では、製造した商品が原因で身体障害・財物損害が発生もしくは発生させる恐れ

がある場合の回収費用等のほか、新聞等の社告費用や自主回収や廃棄にかかる費用、代替品の仕入れ・製

造費等まで補償できます。 

なお、リコール費用は、「食品営業賠償共済」では補償できません。 

だから・・・・ 

 
への加入をお勧めします。

詳しくは、www.n-shokuei.jp/kyousai/anshin_food.html でご確認ください。 

年間掛金

62,200円

原因
（病因物質等）

事故発生日
支部
支所

業種 事故の概要 被害者数 支払い共済金

リコール費用
平成30年
9月11日

石川県
加賀

食　品
製造業

製造した「いも菓子」の原材料
表示が誤っていたため、商品を
回収した。運送費及び廃棄費用
をリコール費用にて支払う。

―
リコール費用：269,684円

 　　　　　合計：269,684円
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福岡県食品衛生協会では、「食品衛生月間」の一環として、福岡県との共催で食中毒予防

シンポジウムを開催します。 

今年、元号が令和に替わったことを契機に、平成 30 年間において、食中毒事件数や病因

物質がどのように変化し、今後の食の安全対策にどう活かせるかを考えることを目的に、今

年度は、「平成の食中毒から何を学ぶ～過去、現在、そして未来へ」をテーマとしました。 

 多くの方々の参加をお願いします。また、一般の方への参加も呼び掛けてください。 

 

    

13:20～16:00(開場 13：00) 


